
半田市ひとり親家庭等高等職業訓練促進給付金等実施要綱

（ 趣旨）

第１条 この要綱は、ひとり親家庭等の主体的な能力開発の取組を支援し、もってひとり

親家庭等の自立の促進を図るため、半田市ひとり親家庭等自立支援給付金支給要綱第３

条第３号に規定する高等職業訓練促進給付金（ 母子及び父子並びに寡婦福祉法（ 昭和３

９年法律第１２９号。以下「 法」という。）第３１条第２号に規定する母子家庭高等職業

訓練促進給付金及び法第３１条の１０において準用する法第３１条第２号に規定する父

子家庭高等職業訓練促進給付金をいう。以下「 訓練促進給付金」 という。）及び同条第４

号に規定する高等職業訓練修了支援給付金（ 法第３１条第３号に規定する政令で定める

母子家庭高等職業訓練修了支援給付金及び父子家庭高等職業訓練修了支援給付金をいう。

以下「 修了支援給付金」という。）の事業実施について、必要な事項を定めるものとする。

（ 給付金の種類）

第２条 給付金の種類は、次のとおりとする。

（ １） 訓練促進給付金

（ ２） 修了支援給付金

（ 対象者等）

第３条 訓練促進給付金の対象者は、養成機関（ 通信教育によるものを含む。以下同じ。）

における修業を開始した日（ 以下「 修業開始日」 という。）以後において、修了支援給付

金の支給対象者は、修業開始日及び当該養成機関におけるカリキュラムを修了した日（ 以

下「 修了日」 という。） において、市内に住所を有するひとり親家庭等であり、かつ、現

に児童を扶養している者であって、次の要件の全てを満たすものとする（ 父子家庭の父

については、修業開始日が平成２５年４月１日以降の者に限る。）。この場合において、

児童とは２０歳に満たない者をいう。

（ １） 児童扶養手当法（ 昭和３６年法律第２３８号） による児童扶養手当の支給を受

けている者と同等の所得水準にあること。ただし、児童扶養手当法施行令（ 昭和３

６年政令第４０５号） 第６条の７の規定は適用しない。

（ ２） 次条に掲げる資格を取得するため、養成機関において１年以上(令和３年４月１

日から令和６年３月３１日までに修業を開始する場合には、６か月以上)のカリキ

ュラムを修業し、当該資格の取得が見込まれる者等であること。



（ ３） 就業又は育児と修業の両立が困難であると認められる者であること。

２ 前項第１号に規定する所得の範囲及びその額の計算方法は、児童扶養手当法による児

童扶養手当に係る所得の範囲及びその額の計算方法の例による。

３ 修業形態は、通学制を原則とする。ただし、養成機関が遠隔地にあるため通学が困難

な場合等特にやむを得ない場合は、通信制の利用を認めるものとする。

４ 受講開始日及び受講修了日は、次のとおりとする。

（ １） 受講開始日は、通学制の場合は対象講座の所定開講日、通信制（ 通信制に準ず

るものを含む。） の場合は受講申込み後初めて受講施設が教材の発送等を行った日

とする。

（ ２） 受講修了日は、受講実績等修了認定基準に基づいた受講修了の日とする。

（ 対象資格）

第４条 訓練促進給付金の支給対象となる資格は、次のとおりとする。

（ １） 看護師

（ ２） 准看護師

（ ３） 保育士

（ ４） 介護福祉士

（ ５） 作業療法士

（ ６） 理学療法士

（ ７） 歯科衛生士

（ ８） 美容師

（ ９） 社会福祉士

（ １０） 製菓衛生師

（ １１） 調理師

（ １２） その他市長が必要と認める資格

２ 第３条第１項第２号の規定により、令和３年４月１日から令和６年３月３１日までに

修業を開始する者が、雇用保険制度の一般教育訓練給付金の指定講座を受講する場合に

は、支給対象となる資格は、シスコシステムズ認定資格、ＬＰＩ 認定資格その他情報関

係の資格で市長が必要と認めるものに限るものとする。

（ 支給期間等）

第５条 支給期間等は、次のとおりとする。



（ １） 訓練促進給付金の支給期間は、次のとおりとする。

ア 第３条の規定による対象者が修業する期間に相当する期間（ その期間が４８月

を超えるときは、４８月。ただし、平成２１年６月５日の時点で修業していた又

は平成２１年６月５日から平成２４年３月３１日までに修業を開始した母子家

庭の母については、修業する期間の全期間とする。） を超えない期間

イ 平成３０年４月１日から訓練促進給付金の支給を受け、准看護師養成機関を修

了する者が、引き続き、看護師の資格を取得するために養成機関で修業する場合

には、通算３６月を超えない期間

（ ２） 訓練促進給付金は、月を単位として支給するものとし、支給対象月は、申請が

あった日の属する月から、支給すべき事由が消滅した日の属する月までとする。

（ ３） 修了支援給付金の支給は、修了日以後に支給するものとする。ただし、訓練促

進給付金の支給を受け、准看護師養成機関を修了する者が、引き続き、看護師の

資格を取得するために、養成機関で修業する場合には、看護師養成機関の修了日

を経過した日以降に修了支援給付金を支給するものとする。

（ 支給額等）

第６条 支給額等は、次のとおりとする。

（ １） 訓練促進給付金の支給額は、次に掲げる区分に応じ、それぞれに定める額とす

る。

ア 対象者及び当該対象者と同一の世帯に属する者（ 当該対象者の民法（ 明治２９

年法律第８９号） 第８７７条第１項に定める扶養義務者で当該対象者と生計を同

じくするものを含む。以下同じ。）であって訓練促進給付金の支給の請求をする月

の属する年度（ ４月から７月までに当該訓練促進給付金の支給を請求する場合に

あっては、前年度） 分の地方税法（ 昭和２５年法律第２２６号） の規定による市

町村民税（ 同法の規定による特別区民税を含むものとし、同法第３２８条の規定

によって課する退職手当等に係る所得割を除く 。以下同じ。） が課されないもの

（ 市町村（ 特別区を含む。）の条例で定めるところにより当該市町村民税を免除さ

れた者並びに法第３１条に規定する母子家庭自立支援給付金及び同法第３１条

の１０に規定する父子家庭自立支援給付金に係る所得がないものとした場合に

当該市町村民税が課されないこととなる者を含むものとし、当該市町村民税の賦

課期日において同法の施行地に住所を有しない者を除く 。以下同じ。） 月額１０



万円（ 養成機関における課程の修了までの期間の最後の１２か月(令和３年４月

１日から令和６年３月３１日までに修業を開始する場合において、その期間が１

２か月未満であるときは、当該期間)については、月額１４万円）

イ アに掲げる者以外の者 月額７万５００円（ 養成機関における課程の修了まで

の期間の最後の１２か月(令和３年４月１日から令和６年３月３１日までに修業

を開始する場合において、その期間が１２か月未満であるときは、当該期間)につ

いては、月額１１万５００円）

（ ２） 修了支援給付金の支給額は、次に掲げる区分に応じ、それぞれに定める額とす

る。

ア 対象者及び当該対象者と同一の世帯に属する者が修了日の属する月の属する

年度（ 修了日の属する月が４月から７月までの場合にあっては、前年度） 分の地

方税法の規定による市町村民税が課されない者５万円

イ アに掲げる者以外の者 ２万５千円

２ 訓練促進給付金及び修了支援給付金の支給は、原則として、対象者一人につき、それ

ぞれ一回限りとする。

３ 夏期休暇等年間カリキュラムに組み込まれている事由以外により、月の初日から末日

まで１日も出席しなかった月がある場合は、当該月については支給しない。

４ 給付金の支給年度は、次の各号に掲げる給付金の種類に応じ、それぞれの当該各号に

定める年度とする。

（ １） 訓練促進給付金支給の対象となる事実の存した期間の属する年度

（ ２） 修了支援給付金申請のあった日の属する年度。

（ 支給の申請に関する手続及び決定）

第７条 給付金の支給を受けようとする者（ 以下「 申請者」 という。）は、半田市ひとり親

家庭等高等職業訓練促進給付金・ 高等職業訓練修了支援給付金支給申請書（ 様式第１。

以下「 支給申請書」という。） を市長に提出するものとし、訓練促進給付金の支給申請は

修業を開始した日以後、修了支援給付金の支給申請は修了日を経過した日以後に行うこ

とができるものとする。

２ 支給申請書には、次の書類を添えなければならない。ただし、市長が認める場合は、

当該書類の全部又は一部を省略することができる。

（ １） 訓練促進給付金



ア 申請者及びその児童の戸籍謄本又は抄本の写し

イ 世帯全員の住民票の写し

ウ 申請者に係る児童扶養手当証書の写し（ 当該申請者が児童扶養手当受給者の場

合。ただし、８月から１０月までの間に申請する場合を除く 。以下同じ。）又は申

請者の所得の額（ １月から７月までの間に申請する場合は前々 年分、８月から１

２月までの間に申請する場合は前年分。以下同じ。）並びに扶養親族等の有無及び

数並びに所得税法に規定する７０歳以上の同一生計配偶者、老人扶養親族及び特

定扶養親族の有無及び数に係る市町村長（ 特別区の区長を含む。以下同じ。）の証

明書（ 所得税法（ 昭和４０年法律第３３号） に規定する控除対象扶養親族（ １９

歳未満の者に限る。）がある者にあっては、当該控除対象扶養親族の数を明らかに

することができる書類（ １６歳以上１９歳未満の控除対象扶養親族に関する申立

書（ 様式第２））及び当該控除対象扶養親族の前年の所得の額に係る市町村長の証

明書を含む。以下同じ。）

エ 前条第１項第１号アに掲げる者にあっては、当該対象者及び当該対象者と同一

の世帯に属する者の地方税法の規定による市町村民税に係る納税証明書その他

同号アに掲げる者に該当することを証明する書類

オ 入校（ 入所） 証明書の写し

養成機関の長による在籍を証明する書類

カ その他必要書類

養成機関の概要書（ 修業年限、取得必要単位等の分かるもの）

（ ２） 修了支援給付金

ア 申請者及びその児童の戸籍謄本又は抄本の写し

イ 世帯全員の住民票の写し

ウ 申請者に係る児童扶養手当証書の写し又は申請者の所得の額並びに扶養親族

等の有無及び数並びに所得税法に規定する７０歳以上の同一生計配偶者、老人扶

養親族及び特定扶養親族の有無及び数に係る市町村長の証明書

エ 前条第１項第２号アに掲げる者にあっては、当該対象者及び当該対象者と同一

の世帯に属する者の地方税法の規定による市町村民税に係る納税証明書その他

同号アに掲げる者に該当することを証明する書類（ 修了日の属する年度（ 修了日

の属する月が４月から７月までの場合にあっては前年度））



オ 当該カリキュラムの修了証明書の写し

３ 修了支援給付金の申請は、修了日から起算して３０日以内にしなければならない。

ただし、やむを得ない事由があるときは、この限りではない。

４ 市長は、支給申請書を受理したときは、受給要件の審査を行い、速やかに支給の可否

を決定するものとする。

５ 市長は、前項の規定による決定を行ったときには、遅滞なくその旨を申請者に通知し

なければならない。この場合において、支給を決定したときは半田市ひとり親家庭等高

等職業訓練促進給付金・高等職業訓練修了支援給付金支給決定通知書（ 様式第３）、却下

したときは半田市ひとり親家庭等高等職業訓練促進給付金・ 高等職業訓練修了支援給付

金却下通知書（ 様式第４） によって通知するものとする。

(修業期間中の受給者等の状況の確認等)

第８条 訓練促進給付金の支給を受けている者（ 以下「 受給者」 という。）は、毎月５日ま

でに、半田市ひとり親家庭等高等職業訓練促進給付金修業報告書兼請求書(様式第５。以

下「 修業報告書兼請求書」 という。 )を市長に提出しなければならない。

２ 市長は、受給者に対して、定期的に在籍証明書の提出を求めることにより、当該受給

者の養成期間の在籍状況等を確認するものとする。

３ 市長は、受給者に対し、前項に定めるもののほか、給付金の支給に関して必要と認め

る報告等を求めることができるものとする。

４ 受給者は、ひとり親家庭等でなくなったとき又は修業の取りやめ等により第２条に規

定する支給要件に該当しなくなったときは、半田市ひとり親家庭等高等職業訓練促進給

付金・ 高等職業訓練修了支援給付金受給資格喪失届（ 様式第６） を１４日以内に市長へ

提出しなければならない。ただし、やむを得ない事由がある場合は、この限りではない。

５ 受給者若しくは当該受給者と同一の世帯に属する者に係る市町村民税の課税の状況が

変わったとき又は世帯を構成する者（ 当該受給者の民法第８７７条第１項に定める扶養

義務者で当該受給者と生計を同じくするものを含む。）に異動があったときは、半田市ひ

とり親家庭等高等職業訓練促進給付金受給資格変更届（ 様式第７） を１４日以内に市長

へ提出しなければならない。ただし、やむを得ない事由がある場合は、この限りではな

い。

（ 支給決定の取消し及び変更）

第９条 市長は、受給者が支給要件に該当しなくなったときは、その支給決定を取り消す



とともに、その旨を半田市ひとり親家庭等高等職業訓練促進給付金・ 高等職業訓練修了

支援給付金受給資格喪失通知書（ 様式第８） により当該受給者に通知するものとする。

２ 市長は、受給者の訓練促進給付金の支給額等の変更を決定したときは、遅滞なくその

旨を半田市ひとり親家庭等高等職業訓練促進給付金受給資格変更通知書(様式第９)によ

り、当該受給者に通知するものとする。

（ 休学及び復学）

第１０条 休学及び復学については、次のとおり取り扱うものとする。

（ １） 対象者が休学したときは、休学を始めた日の属する月の翌月（ 月の初日の場合

は、その日の属する月） から、訓練促進給付金を支給しない。

（ ２） 対象者が復学したときは、復学した日の属する月の翌月（ 月の初日の場合は、

その日の属する月） から、受給資格等の支給要件を確認の上、訓練促進給付金の支

給を再開することができる。

２ 休学及び復学に関する手続は、次のとおりとする。

（ １） 休学した受給者（ 以下「 休学者」 という。） は、休学の事実の分かる書類を添え

て、半田市ひとり親家庭等高等職業訓練促進給付金休学届（ 様式第１０） を１４日

以内に市長へ提出しなければならない。ただし、やむを得ない事由がある場合は、

この限りではない。

（ ２） 休学していた受給者が復学したときは、半田市ひとり親家庭等高等職業訓練促

進給付金変更支給申請書（ 様式第１１。以下「 変更支給申請書」 という。） に次の書

類を添えて、市長に申請するものとする。ただし、市長が認める場合は、当該書類

の全部又は一部を省略することができる。

ア 申請者及びその児童の戸籍謄本又は抄本の写し

イ 世帯全員の住民票の写し

ウ 申請者に係る児童扶養手当証書の写し（ 当該申請者が児童扶養手当受給者の場

合） 又は申請者の所得の額並びに扶養親族等の有無及び数並びに所得税法に規定

する７０歳以上の同一生計配偶者、老人扶養親族及び特定扶養親族の有無及び数

に係る市町村長の証明書

（ ３） 第６条第１項第１号アに掲げる者にあっては、当該対象者及び当該対象者と同

一の世帯に属する者の地方税法の規定による市町村民税に係る納税証明書その他

同号アに掲げる者に該当することを証明する書類



（ ４） 復学の事実の分かる書類

３ 市長は、変更支給申請書を受理したときは、受給要件の審査を行い、速やかに支給の

可否を決定するものとする。

４ 市長は、前項の決定を行ったときには、遅滞なくその旨を変更支給申請者に通知しな

ければならない。この場合において、変更支給決定を行ったときは半田市ひとり親家庭

等高等職業訓練促進給付金変更支給決定通知書（ 様式第１２）、却下したときは半田市ひ

とり親家庭等高等職業訓練促進給付金変更支給却下通知書（ 様式第１３） によって通知

するものとする。

２ 休学により訓練促進給付金を支給しなかった期間は、母子及び父子並びに寡婦福法施

行令（ 昭和３９年政令第２２４号） 第２８条第４項に規定する修業する期間に含めない

ものとする。

（ 給付金の返還）

第１１条 市長は、偽りその他の不正な手段により訓練促進給付金及び修了支援給付金の

支給を受けた者があるときは、支給額の全部又は一部をその者から返還させることがで

きる。

（ その他）

第１２条 この要綱に定めるもののほか、訓練促進給付金及び修了支援給付金の支給に関

して必要な事項は、市長が別に定める。

附 則

（ 施行期日）

１ この要綱は、平成２７年６月１日から施行し、平成２７年４月１日から適用する。

（ 経過措置）

２ 第７条の規定については、平成２７年４月１日以降の申請者に適用し、平成２７年３

月３１日以前の申請者については、なお従前の例による。

附 則

この要綱は、平成２８年１月１日から施行する。

附 則

（ 施行期日）

１ この要綱は、平成２８年６月１日から施行し、平成２８年４月１日から適用する。



（ 経過措置）

２ 改正後の第４条の規定は、訓練促進給付金にあっては、平成２８年４月１日以降に修

業を開始した訓練について適用し、平成２８年３月３１日以前に修業を開始したものに

ついては、なお従前の例による。

３ 改正後の第５条第１項アの規定は、平成２７年度以前に修業を開始し、平成２８年４

月１日において現に修業中である者（ 平成２１年６月５日から平成２４年３月３１日ま

でに修業を開始した者を除く 。） 及び平成２８年４月１日以降に修業を開始する者に係

る支給期間について適用し、同日より前に修業を修了した者に係る支給期間については、

なお従前の例による。

附 則

（ 施行期日）

１ この要綱は、平成３０年６月１日から施行し、平成３０年４月１日から適用する。

（ 経過措置）

２ 改正後の第５条第１号イの規定は、平成３０年４月１日前に訓練促進給付金の支給を

受け、准看護師養成機関を修了した者が、引き続き、看護師の資格を取得するために、

養成機関に入学し、平成３０年４月１日時点で現に修業している場合についても適用す

る。

３ 平成３０年４月１日前に訓練促進給付金の支給を受け、准看護師養成機関を修了し、

既に修了支援給付金の支給を受けた者については、修了支援給付金を支給しない。

附 則

この要綱は、平成３１年３月１日から施行する。

（ 施行期日）

１ この要綱は、令和元年８月１日から施行し、平成３１年４月１日から適用する。

（ 経過措置）

２ 改正後の第５条第１項アの規定は、平成３０年度以前に修業を開始し、平成３１年４

月１日において現に修業中である者（ 平成２１年６月５日から平成２４年３月３１日ま

でに修業を開始した者を除く 。） 及び平成３１年４月１日以降に修業を開始する者に係

る支給期間について適用し、同日より前に修業を修了した者に係る支給期間については、

なお従前の例による。

附 則



この要綱は、令和３年１月１日から施行する。

附 則

この要綱は、令和３年１月２０日から施行する。

（ 施行期日）

１ この要綱は、令和３年３月１日から施行する。

（ 経過措置）

２ 第６条第１項第１号ア及び第２号アに掲げる者には、寡婦等のみなし適用対象者（ 平

成２９年所得から令和元年所得において地方税法等の一部を改正する法律（ 令和２年法

律第５号） による改正前の地方税法第２９２条第１項第１１号イ中「 夫と死別し、若し

くは夫と離婚した後婚姻をしていない者又は夫の生死の明らかでない者で政令で定める

もの」 とあるのを「 婚姻によらないで母となった女子であって、現に婚姻をしていない

もの」 と読み替えた場合に同法第２９５条第１項の規定により当該市町村民税が課され

ないこととなる者及び同法第２９２条第１項第１２号中「 妻と死別し、若しくは妻と離

婚した後婚姻をしていない者又は妻の生死の明らかでない者で政令で定めるもの」 とあ

るのを「 婚姻によらないで父となった男子であって、現に婚姻をしていないもの」 と読

み替えることとしていた者の平成２９年所得から令和元年所得についてなお従前のとお

りの取扱をした場合に同法第２９５条第1項の規定により当該市町村民税が課されない

こととなる者をいう。以下同じ。） を含み、訓練促進給付金及び修了支援給付金の支給

の申請に際しては、当該対象者又は当該対象者と同一の世帯に属する者が、寡婦等のみ

なし適用対象者であるときは、当該寡婦等のみなし適用対象者及びその者の子の戸籍謄

本並びに当該寡婦等のみなし適用対象者及びその者と生計を一にする子の所得の額を証

明する書類等、当該事実を明らかにする書類を添付するものとする。

３ 訓練促進給付金及び修了支援給付金の支給の申請に際しては、当該対象者が、寡婦控

除又は寡夫控除のみなし適用対象者（ 平成２９年所得から令和元年所得において地方税

法等の一部を改正する法律による改正前の地方税法第２３条第１項第１１号イ中「 夫と

死別し、若しくは夫と離婚した後婚姻をしていない者又は夫の生死の明らかでない者で

政令で定めるもの」 とあるのを「 婚姻によらないで母となった女子であって、現に婚姻

していないもの」 と読み替えた場合において同号イに該当する所得割（ 同項第２号に規

定する所得割をいう。） の納税義務者（ 同項第１３号に規定する合計所得金額が１２５

万円を超える者に限る。） 及び同項第１２号中「 妻と死別し、若しくは妻と離婚した後



婚姻をしていない者又は妻の生死の明らかでない者で政令で定めるもの」とあるのを「 婚

姻によらないで父となった男子であって、現に婚姻をしていないもの」 と読み替えた場

合において同号に該当する所得割の納税義務者であり、同法第３４条第１項第８号に規

定する控除を受ける者をいう。） であるときは、当該対象者の子の戸籍謄本及び当該対

象者と生計を一にする子の所得の額を証明する書類等、当該事実を明らかにする書類を

添付するものとする。

附 則

この要綱は、令和３年４月１日から施行する。

附 則

この要綱は、令和３年６月１日から施行する。

附 則

この要綱は、令和４年６月１日から施行する。

附 則

この要綱は、令和５年９月１日から施行する。



様式第１（第７条関係） （表　面）

　　　　　年　　　月　　　日

申請者氏名

ﾌﾘｶﾞﾅ

年 月 日（　　　　才）

－

－

（備考）
事前相談日 　　　　　　　年　　　月　　　日

相談担当者職氏名

個人番号

児 童 扶 養 手 当 の
受 給 の 有 無

養 成 機 関
及 び
修業の内容
に つ い て

半 田 市 長 様

　訓練促進給付金・修了支援給付金の支給を受けたいので、下記により申請します。

氏 名

（ 個 人 番 号 ）

住 所

生 年
月 日

過 去 の 受 給 の 有 無

振 込 口 座

所 在 地 電 話

フ リ ガ ナ

普通　　・　　当座銀 行 名

支 店 名

受理番号

本給付金と同時に利用
する給付金 ・貸付金
の 名 称

　戸籍情報・住民基本台帳情報・児童扶養手当受給情報を半田市が調査することに同意します。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　署名

有　　　　　・　　　　　無

口座の種類

半田市ひとり親家庭等高等職業訓練促進給付金・高等職業訓練修了支援給付金

口 座 番 号

修 業 期 間 　　　年　　　月　　　日　～　　　　　　年　　　月　　　日

修 業 資 格

支給申請書

 過去に訓練促進給付を受けたことが

　                                      有　　　　　・　　　　　無

〒

養成機関名

昼間 ・ 夜間 ・ 通信

電 話

口 座 名 義



（備考）

申請者の地方税上の扶養親族への該当
有　　　　　・　　　　　無

生年
月日

〒
申請者の地方税上の扶養親族への該当

有　　　　　・　　　　　無

生年
月日

続柄

ﾌﾘｶﾞﾅ

〒
申請者の地方税上の扶養親族への該当

有　　　　　・　　　　　無

続柄

〒
申請者の地方税上の扶養親族への該当

有　　　　　・　　　　　無

生年
月日

〒
申請者の地方税上の扶養親族への該当

有　　　　　・　　　　　無

続柄

〒

（裏　　面）

申請者と同一の世帯に属する者の氏名等について
（住民票の世帯が別であっても、直系の血族又は兄弟姉妹で申請者と生計を同じくする方は記載してください。）

① ﾌﾘｶﾞﾅ

氏 名

（ 個 人 番 号 ）
個人番号

続柄

生年
月日

氏 名

（ 個 人 番 号 ）
個人番号

住 所
〒

申請者の地方税上の扶養親族への該当
有　　　　　・　　　　　無

住 所

②

住 所

氏 名

（ 個 人 番 号 ）

生年
月日

③ ﾌﾘｶﾞﾅ

個人番号

住 所

④ ﾌﾘｶﾞﾅ

生年
月日

続柄

氏 名

（ 個 人 番 号 ）
個人番号

⑤ ﾌﾘｶﾞﾅ

個人番号

住 所

住 所

⑥ ﾌﾘｶﾞﾅ

続柄

氏 名

（ 個 人 番 号 ）
個人番号

氏 名

（ 個 人 番 号 ）



様式第２（第７条関係）

住　所

氏　名

(添付書類)
　１６歳以上１９歳未満の控除対象扶養親族の所得証明書

（注意）
1

2

　この申立書は訓練促進給付金及び修了支援給付金の支給を受けようとする者に、前年（申請日が１月から７
月までの間にある場合は、前々年）の１２月３１日（年の途中で死亡した場合には、その死亡の日）において年
齢が１６歳以上１９歳未満の所得税法上の扶養親族がいる場合に、その扶養親族の氏名や、当該給付金の支
給を受けようとする者との続柄等をご記入いただくものです。

　所得税法上の扶養親族とは、前年（申請日が１月から７月までの間にある場合は、前々年）の１２月３１日（年
の途中で死亡した場合には、その死亡した日）において、次のいずれにも該当する方です。
イ 配偶者以外の親族（６親等内の血族及び３親等内の姻族をいいます。）又は都道府県知事から養育を委託
　　された児童（いわゆる里子）や市町村長から養護を委託された老人である
ロ あなたと生計を一にしている
ハ 前年（申請日が１月から７月までの間にある場合は、前々年）の所得税法上の合計所得金額が３８万円以下
ニ 青色申告書の事業専従者として給与の支払いを受けていない又は白色申告書の事業専従者でない

氏名

住所(別居の場合)
個人番号

4

フリガナ
続柄 生年月日

氏名

住所(別居の場合)
個人番号

3

フリガナ
続柄 生年月日

氏名

住所(別居の場合)
個人番号

2

フリガナ
続柄 生年月日

氏名

住所(別居の場合)
個人番号

１６歳以上１９歳未満の控除対象扶養親族に関する申立書

　　　　　年　　　月　　　日

半 田 市 長 様

　私の所得税法上の扶養親族のうち、前年（請求日が１月から７月までの間にある場合は、前々年）の１２月３１日
において年齢が１６歳以上１９歳未満であった者について、下記のとおり申し立てます。

1

フリガナ
続柄 生年月日



様式第３（第７条関係）

年 月 日（　　　　才）

半田市長　　　　　　　　　　　　　　　　　

（注意）
1

イ
ロ
ハ
ニ
ホ
2
3

4

　市外転出したときは、支給金額等を転出先市町村にご確認ください。
　その他、休学等給付金の支給に影響する事情が発生したとき。

　　　年　月　日付けで提出のありました半田市ひとり親家庭等高等職業訓練促進給付金・高等職業訓練修
了支援給付金支給申請書に基づき審査したところ、上記のとおり決定したので通知します。

　　年　　月　　日

　支給申請時から、以下のような生活状況等の変化が生じたときは、半田市ひとり親家庭等高等職業訓
練促進給付金受給資格変更届又は半田市ひとり親家庭等高等職業訓練促進給付金・高等職業訓練修
了支援給付金受給資格喪失届により１４日以内に届出してください。

フ リ ガ ナ

口 座 名 義

口 座 番 号

　半田市に住所を有しなくなったとき。
　養成機関への修業を取りやめたとき。

修 業 期 間 　　　年　　　月　　　日　～　　　　　　年　　　月　　　日

修 業 資 格

　支給申請内容に不実及び虚偽の申告があった場合は、支給決定の取消し又は変更を実施し、すでに
支給している給付金等あるときは返還を求めることがあります。

　母子家庭の母又は父子家庭の父でなくなったとき。

修 了 支 援 給 付 金
（ 一 時 金 ） 支 給 額

　　　　円

　世帯員及び世帯員の課税状況に変更があったとき。

普通　　・　　当座

支 店 名

氏 名
生 年
月 日

住 所

養 成 機 関
及 び
修業の内容
に つ い て

養成機関名

促 進 給 付 金
支 給 対 象 月

　　　　年　　　月　～　　　　　年　　　月分 　（月額　　　　　　　　　円）

所 在 地

ﾌﾘｶﾞﾅ

　所得税法において、高等職業訓練修了支援給付金は課税（雑所得）として扱われます。ただし、確定申
告時、修了支援給付金から経費（学費、定期代、教材費）を控除できますのでご注意ください。

半田市ひとり親家庭等高等職業訓練促進給付金・高等職業訓練修了支援給付金

支給決定通知書

振 込 口 座

銀 行 名

昼間 ・ 夜間 ・ 通信

口座の種類

〒



様式第４（第７条関係）

年 月 日（　　　　才）

半田市長

審査請求及び取消訴訟
1

2

3

　この処分については、上記１の審査請求のほか、この処分があったことを知った日の翌日から起算して
６か月以内に、半田市を被告として（訴訟において半田市を代表する者は半田市長となります。）、処分
の取消しの訴えを提起することができます。なお、上記１の審査請求をした場合には、処分の取消しの訴
えは、その審査請求に対する裁決があったことを知った日の翌日から起算して６か月以内に提起するこ
とができます。
ただし、上記の期間が経過する前に、この処分（審査請求をした場合には、その審査請求に対する裁
決）があった日の翌日から起算して１年を経過した場合は、審査請求をすることや処分の取消しの訴えを
提起することができなくなります。なお、正当な理由があるときは、上記の期間やこの処分（審査請求をし
た場合には、その審査請求に対する裁決）があった日の翌日から起算して１年を経過した後であっても
審査請求をすることや処分の取消しの訴えを提起することが認められる場合があります。

　法定期における訓練促進給付金及び修了支援給付金について、この処分について不服がある場合
は、この処分があったことを知った日の翌日から起算して３か月以内に、半田市長に対して審査請求を
することができます。

却 下 理 由

　　　　　年　　月　　日付けで半田市ひとり親家庭等高等職業訓練促進給付金・高等職業訓練修了支援給
付金支給申請がありましたが、上記のとおり却下しましたので通知します。

　　年　　月　　日

修 業 期 間 　　　年　　　月　　　日　～　　　　　　年　　　月　　　日

養 成 機 関
及 び
修業の内容
に つ い て

修 業 資 格

養成機関名

昼間 ・ 夜間 ・ 通信

所 在 地

半田市ひとり親家庭等高等職業訓練促進給付金・高等職業訓練修了支援給付金

却下通知書

氏 名
生 年
月 日

住 所
〒

ﾌﾘｶﾞﾅ



様式第５（第８条関係）

　　　　　年　　　月　　　日

報告・請求者氏名

ﾌﾘｶﾞﾅ

年 月 日（　　　　才）

－

－

（注意）
1
2

電 話

修 業 期 間 　　　年　　　月　　　日　～　　　　　　年　　　月　　　日

修 業 資 格 昼間 ・ 夜間 ・ 通信

　この書類は、毎月５日までに、前月分の養成機関での修業状況等を記入し、提出してください。
　前月分の欠席状況のうち、出席予定日数とあるのは、養成機関のカリキュラムに基づいて、あらかじめ
決められた出席日数を記入してください。

半田市ひとり親家庭等高等職業訓練促進給付金

修業報告書兼請求書

半 田 市 長 様

　訓練促進給付金の支給対象資格について、現在下記のとおり修業を継続していることを報告し、給付金
の請求をします。

氏 名
生 年
月 日

住 所

養 成 機 関
及 び
修業の内容
に つ い て

〒
電 話

前 月 分 の 欠 席 状 況

養成機関名

所 在 地

欠 席 の 理 由
及 び 特 記 事 項

（出席予定日数　　　　　　日間中）

　　修業期間のうち、　　　　　　　年　　　　月に　　　　　日間欠席しました。

請 求 金 額 　　　　円



様式第６（ 第８条関係）

　　　　　年　　　月　　　日

届出者氏名

ﾌﾘｶ゙ ﾅ

ア　ひとり親家庭でなくなったため。

イ　養成機関での修業を取りやめたため。

ウ　その他（ 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

喪 失 日 　　　　　　年　　　月　　　日

所 在 地 電 話

年　　　　月　　　　日

修業資格

半田市ひとり親家庭等高等職業訓練促進給付金・高等職業訓練修了支援給付金

受給資格喪失届

半 田 市 長 様

　訓練促進給付金・修了支援給付金の受給資格に該当しなくなりましたので届出します。

　　　　　　年　　　月　　　日

昼間 ・ 夜間 ・ 通信

電 話
〒

修業期間 　　　年　　　月　　　日　～　　　　　　年　　　月　　　日

そ の 理 由

氏 名
生 年

月 日

住 所

養成機関

及 び

修業の内容

について

養成機関

名

（ 　　　　　　才）

申 請 日



様式第７（第８条関係） （表 面）

　　　　　年　　　月　　　日

届出名

ﾌﾘｶﾞﾅ

年 月 日（　　　　才）

－
電 話

ウ　その他の変更があった。

住 所

ア　受給者又は受給者と同一の世帯に属する者に係る市町村民税の

変 更 内 容

※ 具体的な変更内容を
（）に記入してください

〒

備 考

変 更 が 発 生 し た 日 　　　　　年　　　　　月　　　　　日

　課税状況が変わった。

イ　世帯を構成する者に異動があった。

半田市ひとり親家庭等高等職業訓練促進給付金

受給資格変更届

半 田 市 長 様

　訓練促進給付金の受給資格に下記のとおり変更が生じましたので届出します。

氏 名
生 年
月 日



年 月 日（　　　　才）

年 月 日（　　　　才）

年 月 日（　　　　才）

年 月 日（　　　　才）

年 月 日（　　　　才）

年 月 日（　　　　才）

（備考）

（裏 面）

異動のあった者の氏名等について

① ﾌﾘｶﾞﾅ

生 年
月 日

氏 名

（ 個 人 番 号 ）
個人番号

住 所
〒

続 柄

② ﾌﾘｶﾞﾅ

生 年
月 日

氏 名

（ 個 人 番 号 ）
個人番号

住 所
〒

続 柄

③ ﾌﾘｶﾞﾅ

生 年
月 日

氏 名

（ 個 人 番 号 ）
個人番号

住 所
〒

続 柄

④ ﾌﾘｶﾞﾅ

生 年
月 日

氏 名

（ 個 人 番 号 ）
個人番号

続 柄

⑤ ﾌﾘｶﾞﾅ

生 年
月 日

氏 名

（ 個 人 番 号 ）
個人番号

生 年
月 日

氏 名

（ 個 人 番 号 ）
個人番号

住 所
〒

住 所
〒

続 柄

住 所
〒

続 柄

⑥ ﾌﾘｶﾞﾅ



様式第８（第９条関係）

年 月 日（　　　　才）

半田市長　　　　　　　　　　　　　　　　　

審査請求及び取消訴訟
1

2

3

住 所

　　　　年　　　月　～　　　　　年　　　月分 　（月額 円）

養 成 機 関
及 び
修業の内容
に つ い て

支 給 対 象 月

半田市ひとり親家庭等高等職業訓練促進給付金・高等職業訓練修了支援給付金

受給資格喪失通知書

修 業 期 間 　　　年　　　月　　　日　～　　　　　　年　　　月　　　日

修 業 資 格

〒

生 年
月 日

　ただし、上記の期間が経過する前に、この処分（審査請求をした場合には、その審査請求に対する裁
決）があった日の翌日から起算して１年を経過した場合は、審査請求をすることや処分の取消しの訴えを
提起することができなくなります。なお、正当な理由があるときは、上記の期間やこの処分（審査請求をし
た場合には、その審査請求に対する裁決）があった日の翌日から起算して１年を経過した後であっても
審査請求をすることや処分の取消しの訴えを提起することが認められる場合があります。

この処分については、上記１の審査請求のほか、この処分があったことを知った日の翌日から起算して
６か月以内に、半田市を被告として（訴訟において半田市を代表する者は半田市長となります。）、処分
の取消しの訴えを提起することができます。なお、上記１の審査請求をした場合には、処分の取消しの訴
えは、その審査請求に対する裁決があったことを知った日の翌日から起算して６か月以内に提起するこ
とができます。

喪 失 理 由

　　　　　年　　月　　日付けで届出のありました半田市ひとり親家庭等高等職業訓練促進給付金・高等職業
訓練修了支援給付金受給資格喪失届に基づき審査したところ、上記のとおり決定しましたので通知します。

　　年　　月　　日

昼間 ・ 夜間 ・ 通信

所 在 地

法定期における訓練促進給付金及び修了支援給付金について、この処分について不服がある場合
は、この処分があったことを知った日の翌日から起算して３か月以内に、半田市長に対して審査請求を
することができます。

資 格 喪 失 日

ﾌﾘｶﾞﾅ

　　　　　　　　　年　　　　　　月　　　　　　　日

氏 名

養成機関名



様式第９（第９条関係）

年 月 日（　　　　才）

半田市長　　　　　　　　　　　　　　　

生 年
月 日

住 所

所 在 地養 成 機 関
及 び
修業の内容
に つ い て

養成機関名

ﾌﾘｶﾞﾅ

〒

昼間 ・ 夜間 ・ 通信

修 業 期 間 　　　年　　　月　　　日　～　　　　　　年　　　月　　　日

修 業 資 格

変 更 し た 理 由

合計 円（月額 円）変 更 後

　　　　　年　　　　　月　　　　　日

合計 円（月額 円）変 更 前

　　　　　　年　　　　月　　　　日

半田市ひとり親家庭等高等職業訓練促進給付金

変 更 が 発 生 し た 日

変 更 月 　　　　　年　　　　　月分から

受給資格変更通知書

氏 名

　　　　　年　　月　　日付けで届出のありました半田市ひとり親家庭等高等職業訓練促進給付金受給資格
変更届に基づき審査したところ、上記のとおり変更しましたので通知します。

合 計 支 給
金 額



様式第１０（第１０条関係）

　　　　　年　　　月　　　日

届出者氏名

ﾌﾘｶﾞﾅ

年 月 日（　　　　才）

－

（注意）
1

〒

半田市ひとり親家庭等高等職業訓練促進給付金

休学届

半 田 市 長 様

　休学しますので、下記により届出します。

氏 名
生 年
月 日

　休学を証明する書類を添付してください。

休 学 終 了 年 月 日
（ 予 定 ）

　　　　　年　　　　　月　　　　　日

休 学 の 理 由

休 学 開 始 年 月 日 　　　　　年　　　　　月　　　　　日

住 所 電 話



様式第１１（第１０条関係）

　　　　　年　　　月　　　日

申請者氏名

ﾌﾘｶﾞﾅ

年 月 日（　　　　才）

－

（注意）
1
2

住 所

復 学 後 の 修 業 期 間

電 話

　　　年　　　月　　　日　～　　　　　　年　　　月　　　日

備 考

　受給者及び受給者と同一世帯に属する者に係る市町村民税の課税状況に変更がある場合は、半田市
ひとり親家庭等高等職業訓練促進給付金受給資格変更届（様式６）を併せて提出してください。

半田市ひとり親家庭等高等職業訓練促進給付金

変更支給申請書

半 田 市 長 様

　復学したので、下記により変更支給申請します。

氏 名
生 年
月 日

〒

　復学を証明する書類を添付してください。



様式第１２（第１０条関係）

年 月 日（　　　　才）

半田市長　　　　　　　　　　　　　　　

（注意）
1

イ
ロ
ハ
ニ
ホ
2
3

ﾌﾘｶﾞﾅ

　支給申請内容に不実及び虚偽の申告があった場合は、支給決定の取消し又は変更を実施し、すでに
支給している給付金等あるときは返還を求めることがあります。

母子家庭の母又は父子家庭の父でなくなったとき。
　半田市に住所を有しなくなったとき。
養成機関への修業を取りやめたとき。
　世帯員及び世帯員の課税状況に変更があったとき。
その他、休学等給付金の支給に影響する事情が発生したとき。

　市外転出したときは、支給金額等を転出先市町村にご確認ください。

半田市ひとり親家庭等高等職業訓練促進給付金

変更支給決定通知書

氏 名
生 年
月 日

住 所

養 成 機 関
及 び
修業の内容
に つ い て

養成機関名

所 在 地

修 業 期 間

（変更後 ）

　変更支給申請時から、以下のような生活状況等の変化が生じたときは、半田市ひとり親家庭等高等職業
訓練促進給付金受給資格変更届又は半田市ひとり親家庭等高等職業訓練促進給付金・高等職業訓練修
了支援給付金受給資格喪失届により１４日以内に届出してください。

変 更 月 　　　　　年　　　　　月分から

　　　　　年　　月　　日付けで提出のありました半田市ひとり親家庭等高等職業訓練促進給付金変更支給申請
書に基づき審査したところ、上記のとおり決定しましたので通知します。

　　　　　　年　　　　月　　　　日

　　　年　　　月　　　日　～　　　　　　年　　　月　　　日

修 業 資 格

変 更 前支給対象月

昼間 ・ 夜間 ・ 通信

修 業 期 間

（変更前 ）
　　　年　　　月　　　日　～　　　　　　年　　　月　　　日

〒

　　　年　　　月　～　　　年　　　月分 　　　年　　　月　～　　　年　　　月分

支 給 月 額 変 更 前 変 更 後円 円

変 更 後



様式第１３（第１０条関係）

年 月 日（　　　　才）

半田市長　　　　　　　　　　　　　　　　　

審査請求及び取消訴訟
1

2

3

　　年　　月　　日

　　　　　年　　月　　日付けで半田市ひとり親家庭等高等職業訓練促進給付金変更支給申請がありました
が、上記のとおり却下しましたので通知します。

ただし、上記の期間が経過する前に、この処分（審査請求をした場合には、その審査請求に対する裁
決）があった日の翌日から起算して１年を経過した場合は、審査請求をすることや処分の取消しの訴えを
提起することができなくなります。なお、正当な理由があるときは、上記の期間やこの処分（審査請求をし
た場合には、その審査請求に対する裁決）があった日の翌日から起算して１年を経過した後であっても
審査請求をすることや処分の取消しの訴えを提起することが認められる場合があります。

この処分については、上記１の審査請求のほか、この処分があったことを知った日の翌日から起算して
６か月以内に、半田市を被告として（訴訟において半田市を代表する者は半田市長となります。）、処分
の取消しの訴えを提起することができます。なお、上記１の審査請求をした場合には、処分の取消しの訴
えは、その審査請求に対する裁決があったことを知った日の翌日から起算して６か月以内に提起するこ
とができます。

〒

養 成 機 関
及 び
修業の内容
に つ い て

養成機関名

却 下 理 由

昼間 ・ 夜間 ・ 通信修 業 資 格

修 業 期 間

（変更前 ）
　　　年　　　月　　　日　～　　　　　　年　　　月　　　日

法定期における訓練促進給付金について、この処分について不服がある場合は、この処分があったこ
とを知った日の翌日から起算して３か月以内に、半田市長に対して審査請求をすることができます。

半田市ひとり親家庭等高等職業訓練促進給付金

変更支給却下通知書

氏 名
生 年
月 日

住 所

修 業 期 間

（変更後 ）
　　　年　　　月　　　日　～　　　　　　年　　　月　　　日

所 在 地

ﾌﾘｶﾞﾅ


